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1． 序論 

近年の生産現場では作業の複雑化や生産コストの観点等

からロボットの導入が進んでいる．我々は特に塗装，溶接，

組立といった様々な作業を行える産業用マニピュレータに

注目し，その汎用性向上のため複数台での協調作業の実現を

目指している． 

しかし，協調作業を実現するには解決しなくてはならない

課題が存在する．最も重要な課題となるのが，手先位置誤差

による内力の発生である．マニピュレータの手先に位置誤差

が発生した場合，把持物に過大な内力が発生し，把持物やロ

ボットが破損してしまう可能性がある．この問題点に対して，

インピーダンス制御等を用いることで解決している研究(1)

等，力制御による研究が多く行われている．しかしこのよう

な力制御では複雑な制御が必要であるといったデメリット

が存在する． 

先行研究では機構的なコンプライアンスによる問題の解

決を目指し，Fig. 1のような受動関節機構を導入している(2)．

この受動関節機構が発生する位置誤差に応じて受動的に動

くことによって，過大な内力の発生を防ぐことができるため，

位置制御ベースによる協調作業を実現するシステムの構築

を可能とした．しかし，導入する受動関節構造自体が電磁ブ

レーキやエンコーダを備えなくてはならないため複雑化し

てしまうことや，ロボット単体での利用時に邪魔になってし

まうこと等の問題がある．そこで本論文では，コンプライア

ンス機構として受動関節機構の代わりにワイヤ機構を利用

することで，より実現容易な協調作業システムの開発を目指

す．ワイヤ機構では受動関節機構とは異なり，マニピュレー

タ手先と把持物間の幾何学的関係は直接測定することがで

きず，把持物の位置･姿勢が把握できないため，その幾何学

的な関係性の導出を行う． 

 

Fig. 1 Passive joint unit 
 

2． ワイヤを利用した協調制御システム 

2.1 コンプライアンス機構 

剛体を複数のワイヤで懸垂する際，懸垂に利用するワイヤ

本数が 1本増える毎に，幾何拘束が 1つずつ懸垂物に追加さ

れ，その分外力に対して動く方向が少なくなっていく．Fig. 

2 に示すように剛体を 2 本のワイヤで懸垂した場合，2 自由

度が拘束されるため 4自由度が残るが，剛体の可動領域は先

行研究で用いていた受動関節機構が剛体を把持した際と等

価である．そのため，コンプライアンス機構として受動関節

の代わりにワイヤ機構を利用することが可能であることが

わかる． 

2.2 ワイヤを利用した協調制御システムモデル 

 2.1の考えから，本論文では Fig. 3のような協調制御シス

テムを提案する．本システムはマニピュレータ 3台が，ハン

ドリング対象物の 3か所にそれぞれ 2本ずつ取り付けたワイ

ヤを，それぞれ 2本ずつ把持することによって構成されてい

る．対象物は重力場で 6本のワイヤに懸垂されており，完全

幾何拘束条件が満たされているので，ある一定の大きさ以下

の外力に対しては揺れが発生しない．また，このシステムは

マニピュレータが相対位置誤差を発生しても過大な内力が

発生しない． 

 

Fig. 2 Free motion space of rigid body suspended by two wires 
and passive joint mechanism 

 

 
Fig. 3 Schematic view of cooperative system using wires 

 

2.3 モデルの特異姿勢 

 先行研究においてある特定の状況において対象物の拘束

が不完全になってしまう，特異姿勢が存在することがわかっ



ている(3)．本論文で提案する協調制御システムでは以下の 2

通りにおいて特異姿勢となってしまう． 

 3 台のマニピュレータの手先が同一直線上に存在す

る場合 

 2本以上のワイヤが同一直線上に存在する場合 

これらの状況に陥ってしまうと対象物の拘束が不完全に

なってしまい，対象物が揺動してしまうなどの問題が発生し

てしまう．そのため，実際にマニピュレータを動かし協調制

御を行う際には，この特異姿勢を回避するための条件付けが

必要となる．例えば，3 台のマニピュレータの手先が同一直

線上に存在させないためには，3 つの手先によって作られる

三角形の面積が一定以上の大きさにすること等の条件を，ワ

イヤが同一直線上に存在しないためには，マニピュレータの

手先が一定以上は離れないようにする等の条件を設ける必

要があると思われる． 

 

3． 協調制御システムの運動学 

3.1 協調制御システムモデルの運動学 

Fig 4 に協調制御システムの運動学モデルを示す．ワール

ド座標系Σwは地面に水平な平面上に定義されている．懸垂対

象物座標系Σoは懸垂された対象物の中心に定義され，対象物

の位置𝒙𝒙𝒐𝒐及び姿勢𝜱𝜱𝒐𝒐を表す．Σmiは i番目のマニピュレータ

のベースの座標系であり，その基準点は𝒙𝒙𝒎𝒎𝒎𝒎である．本協調

制御システムには 6 本のワイヤが利用されているが，i 番目

のマニピュレータには 2i番目及び 2i+1番目のワイヤが接続

されており，i 番目のワイヤの対象物への取付点から i 番目

のマニピュレータの手先までのベクトルを𝒍𝒍𝟐𝟐𝒎𝒎と定義してい

る． 

𝒙𝒙𝑒𝑒𝑒𝑒𝑚𝑚𝑒𝑒 をΣmiから見た i番目のマニピュレータ手先の位置ベ

クトルとすると，これらのベクトルの幾何学的関係は式(1)

のように表される． 

  𝒙𝒙𝒎𝒎𝒎𝒎 + 𝑹𝑹𝒎𝒎𝒎𝒎 𝒙𝒙𝒆𝒆𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎 = 𝒙𝒙𝒐𝒐 + 𝑹𝑹𝒐𝒐 𝒙𝒙𝒎𝒎𝒐𝒐 + 𝒍𝒍𝟐𝟐𝒎𝒎 (1) 
このとき，𝑹𝑹𝒎𝒎𝒎𝒎，𝑹𝑹𝒐𝒐は，それぞれΣmi，Σo の回転行列であ

る． 

 

Fig. 4 The geometric relationship of robot hand and object 

 

3.2 マニピュレータ手先と対象物のヤコビ行列 

 マニピュレータの手先と懸垂対象物間のヤコビ行列の導

出を行う．まず，ワイヤの長さは既知であるため，以下のよ

うな式が得られる． 

  2
2

2222
ie )()()( iieiieiieii lzzyyxx =−+−+−=− xx  (2) 

 このとき， 

  𝒙𝒙𝒎𝒎 = 𝒙𝒙𝒐𝒐+𝑹𝑹𝒐𝒐 𝒙𝒙𝒎𝒎𝒐𝒐  (3) 
である．式(2)に含まれる変数はマニピュレータ手先位置𝒙𝒙𝒆𝒆𝒎𝒎
及び懸垂物の位置𝒙𝒙𝒐𝒐，姿勢𝜱𝜱𝒐𝒐のみである．そのため，ワイ

ヤ 6本分の式(2)について全微分することによって，Fig . 5

にあるような∆𝑥𝑥𝑒𝑒1，∆𝑥𝑥𝑒𝑒2，∆𝑥𝑥𝑒𝑒3と∆𝒙𝒙𝒐𝒐，∆𝜱𝜱𝒐𝒐の関係が以下の

式(4)にように導出することができる． 

  �∆𝒙𝒙𝒐𝒐∆𝜱𝜱𝒐𝒐
� = 𝑱𝑱𝒐𝒐∆𝒙𝒙𝒆𝒆 (4) 

このとき， 

  𝒙𝒙𝒆𝒆 = [𝒙𝒙𝒆𝒆𝒆𝒆 𝒙𝒙𝒆𝒆𝟐𝟐 𝒙𝒙𝒆𝒆𝒆𝒆] (5) 
であり，𝑱𝑱𝒐𝒐は懸垂物位置𝒙𝒙𝒐𝒐，姿勢𝜱𝜱𝒐𝒐とマニピュレータ手先位

置𝒙𝒙𝒆𝒆間のヤコビ行列である． 

3.3 マニピュレータ関節と手先のヤコビ行列 

 マニピュレータベース座標系Σmi における，i 台目のマニ

ピュレータの手先位置の変位とそのマニピュレータの関節

角度𝜽𝜽𝒎𝒎の間のヤコビ行列を𝑱𝑱𝒆𝒆𝒎𝒎と定義すると，マニピュレータ

手先位置と関節角度の微小変位の関係は以下のように表さ

れる． 

  ∆ 𝒙𝒙𝒆𝒆𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎 = 𝑱𝑱𝒆𝒆𝒎𝒎∆𝜽𝜽𝒎𝒎 (6) 
 マニピュレータの関節は 6つなので， 

  ∆𝜽𝜽𝒎𝒎 = [∆𝜃𝜃𝑒𝑒1 ∆𝜃𝜃𝑒𝑒2 ∆𝜃𝜃𝑒𝑒3 ∆𝜃𝜃𝑒𝑒4 ∆𝜃𝜃𝑒𝑒5 ∆𝜃𝜃𝑒𝑒6] (7) 
である．また，マニピュレータを操作する際には，ワールド

座標系Σw における手先の移動量から必要な関節角度の回転

量の計算を行うため，以下の式のような変換を行う必要があ

る． 

  ∆𝒙𝒙𝒆𝒆𝒎𝒎 = 𝑅𝑅𝑒𝑒𝑚𝑚𝑒𝑒𝑱𝑱𝒆𝒆𝒎𝒎∆𝜽𝜽𝒎𝒎 = 𝑱𝑱𝒎𝒎𝒆𝒆𝒎𝒎∆𝜽𝜽𝒎𝒎 (8) 
 このとき， 

 𝑅𝑅𝑒𝑒𝑚𝑚𝑒𝑒 = �𝑅𝑅𝑒𝑒𝑒𝑒 𝟎𝟎
𝟎𝟎 𝑅𝑅𝑒𝑒𝑒𝑒

� (9) 

 𝑅𝑅𝑒𝑒𝑒𝑒 = �
cos (𝛷𝛷𝑚𝑚𝑒𝑒) −sin (𝛷𝛷𝑚𝑚𝑒𝑒) 0
sin (𝛷𝛷𝑚𝑚𝑒𝑒) cos (𝛷𝛷𝑚𝑚𝑒𝑒) 0

0 0 1
� (10) 

であり，式(10)の𝛷𝛷𝑚𝑚𝑒𝑒はΣwに対するΣmiの Z 軸周りの回転角

度である 

 
Fig.5 Small displacement of manipulator tip and object 

 
 



4． 協調制御手法 

4.1 協調手法の概要と前提条件 

 提案した協調制御システムでは，コンプライアンス機構を

受動関節機構からワイヤ機構に変えたことによってマニピ

ュレータ手先と協調対象物の幾何学的関係が直接測定でき

ず，従来の協調手法が適用できなくなってしまった．そのた

め，3 章で導出したマニピュレータと対象物の幾何科学的関

係を用いて，対象物を任意の位置･姿勢に動かすための，新

たな協調手法を提案する． 

 ワイヤを利用した協調制御手法を提案するにあたり，前提

条件を以下に示す． 

 マニピュレータの手先には 6 軸力覚センサが搭載

されている． 

 マニピュレータの手先の高さの初期値は既知であ

る． 

4.2 協調制御アルゴリズム 

 Fig. 6 に本論文において提案する協調制御手法のフロー

チャートを示す．概要は以下の通りである． 

(1) カメラ及びレーザレンジファインダ等によって懸垂対

象物の位置･姿勢を計測する．目標の位置･姿勢を達成

していた場合は終了する． 

(2) 目標の位置･姿勢を達成していなかった場合，対象物の

位置･姿勢及び手先の力覚センサの情報からマニピュ

レータ手先の位置･姿勢を導出する．詳しくは次節以降

で述べる． 

(3) マニピュレータ手先の位置･姿勢から目標対象物位置･

姿勢を達成するためのマニピュレータへの指令値を決

定し，マニピュレータを動作させる． 

 この手順(1)~(3)を繰り返すことによって協調制御が実現

できる． 

 

Fig.6 Control flowchart 

4.2.1 マニピュレータ手先位置 

 前節の協調制御アルゴリズム(2)において必要となるマニ

ピュレータ手先位置の導出方法について説明する．Fig. 7

に示すように，𝑃𝑃𝑒𝑒をマニピュレータ手先𝐸𝐸𝑒𝑒から線𝐺𝐺𝑒𝑒𝐺𝐺𝑒𝑒+1への

垂線の足とする．2本のワイヤ長𝒍𝒍𝟐𝟐𝒎𝒎，𝒍𝒍𝟐𝟐𝒎𝒎+𝒆𝒆及びワイヤ取付点 

 

Fig.7 Relative position between manipulator tip and gripper 

 

Fig.8 Top view of wire tension vectors applied to 
manipulator 

𝐺𝐺𝑒𝑒と𝐺𝐺𝑒𝑒+1の位置は既知であるため，𝐸𝐸𝑒𝑒，𝑃𝑃𝑒𝑒間の距離𝑙𝑙𝑝𝑝𝑒𝑒も既知

である．また，協調制御アルゴリズム(1)によって懸垂対象

物の位置･姿勢も既知であることから，𝑃𝑃𝑒𝑒の位置ベクトル𝒙𝒙𝒑𝒑𝒎𝒎
も計算できるため，𝑃𝑃𝑒𝑒から𝐸𝐸𝑒𝑒までの位置ベクトル𝒙𝒙𝒑𝒑𝒆𝒆𝒎𝒎が求ま

ればマニピュレータ手先位置も求めることができる． 

 前提条件より𝑧𝑧𝑒𝑒𝑒𝑒は既知であるため，𝑧𝑧𝑝𝑝𝑒𝑒は以下のようにし

て求められる． 

  𝑧𝑧𝑝𝑝𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝑧𝑧𝑒𝑒𝑒𝑒 − 𝑧𝑧𝑝𝑝𝑒𝑒 (11) 
 また，𝒙𝒙𝒑𝒑𝒆𝒆𝒎𝒎の長さは𝑙𝑙𝑝𝑝𝑒𝑒と同じであるため，以下の式が成り

立つ． 

  𝑥𝑥𝑝𝑝𝑒𝑒𝑒𝑒2 + 𝑦𝑦𝑝𝑝𝑒𝑒𝑒𝑒2 + 𝑧𝑧𝑝𝑝𝑒𝑒𝑒𝑒2 = 𝑙𝑙𝑝𝑝𝑒𝑒2  (12) 
また，𝒙𝒙𝒑𝒑𝒆𝒆𝒎𝒎は線𝐺𝐺𝑒𝑒𝐺𝐺𝑒𝑒+1に対して垂直であるため， 

  𝒙𝒙𝒑𝒑𝒆𝒆𝒎𝒎𝑻𝑻(𝒙𝒙𝒎𝒎 − 𝒙𝒙𝒎𝒎+𝒆𝒆) = 𝟎𝟎 (13) 
が成り立つ． 

式(11)~(13)から，𝑥𝑥𝑝𝑝𝑒𝑒𝑒𝑒のすべての要素が計算できるので，

マニピュレータ手先位置がわかる． 

4.2.2 マニピュレータ手先姿勢 

 Fig. 8に示すように，懸垂対象物が静止した状態である

と，ワールド座標系の xy平面上においてマニピュレータ手

先に加えられた力ベクトルは必ず対象物の重心を通過して

いる．これは，もし力ベクトルが対象物の重心を通過してい

ない場合，モーメントが発生してしまうため対象物が動いて



しまうことを考えれば明白である．そのため，マニピュレー

タ手先に搭載された力覚センサによって力ベクトルを計測

すれば，現在マニピュレータの手先がどの方向を向いている

かを知ることができる． 

4.2.2 マニピュレータ手先指令値 

 協調制御アルゴリズム(2)において必要となるマニピュレ

ータ手先位置の導出方法について説明する．3.2 節において

マニピュレータ手先と対象物の関係が式(4)にように求めら

れたが，式中のヤコビ行列𝑱𝑱𝒐𝒐の疑似逆行列を𝑱𝑱𝒐𝒐+とすると以

下の式が成り立つ． 

  ∆𝒙𝒙𝒆𝒆 = 𝑱𝑱𝒐𝒐+ �
∆𝒙𝒙𝒐𝒐
∆𝜱𝜱𝒐𝒐

� (14) 

 上式の∆𝒙𝒙𝒐𝒐，∆𝜱𝜱𝒐𝒐に協調制御アルコリズム(1)にて計測した

対象物の目標位置･姿勢までの偏差を代入することで，目標

のマニピュレータ手先位置が導出できる．さらに，手先位置

と関節角度の関係を表す式(8)から，式中のヤコビ行列の逆

行列を用いると， 

  ∆𝜽𝜽𝒎𝒎 = 𝑱𝑱𝒎𝒎𝒆𝒆𝒎𝒎−𝒆𝒆∆𝒙𝒙𝒆𝒆𝒎𝒎 (15) 
のような式が成り立つ．∆𝒙𝒙𝒆𝒆𝒎𝒎に式(14)にて導出したマニピュ

レータ手先位置を代入することで，必要なマニピュレータ関

節の回転角度を導出することができる． 

 

5． 協調制御実験 

5.1 実験環境 

 提案手法の有用性を確認するために協調制御実験を行っ

た．Fig. 9は実験環境の写真である．使用したマニピュレー

タは安川電機製の MOTOMAN-HP3J で，6 自由度を有しており，

耐荷重は 3kg である．懸垂対象物の位置･姿勢を計測するた

めのカメラ･レーザレンジファインダとしては，Microsoft

社の Kinect v2 を使用している．Kinect は床から約 1.1m の

高さに設置されている．解像度は xy方向に 1.5mm，z方向に

1mmである．懸垂対象物は半径 82.5mm，高さ 200mm，重さ 2.5kg

の円柱を使用している． 

  実験では，Table 1 の初期位置･姿勢にある対象物を目標

位置･姿勢まで，提案手法によって制御し，移動させる．対

象物の姿勢は Roll，Pitch，Yaw とし，それぞれ𝛷𝛷，𝜃𝜃，ϕで
表す． 

 

Fig.9 Experimental system 

 

5.2 実験結果と考察 

 Table 1 に実験結果を示す．Table 1 から，提案手法によ

って対象物は目標位置･姿勢に移動していることがわかる．

しかし，微小ではあるが誤差が残っていることも確認できる．

これは対象物の位置･姿勢を計測する際に行うKinectを用い

た画像処理に時間が掛かってしまい，システムのサンプリン

グタイムが 0.8s と非常に長くなってしまっていることが原

因だと考えられる．また，収束時間も約 20sと非常に長くな

っている．画像処理について最適化を行い，処理時間を短く

することが必要であると思われる． 

Table 1 Position and posture of object 
 initial pos. final pos. target pos. 

X -12.0 mm -0.0 mm 0.0 mm 

Y 49.5 mm -1.5 mm 0.0 mm 

Z 91.0 mm 0.0 mm 0.0 mm 

𝛷𝛷(z)  -28.0 deg 0.72 deg 0.0 deg 

𝜃𝜃(y)  -8.4 deg -0.55 deg 0.0 deg 

ϕ(x) 21.1 deg 0.15 deg 0.0 deg 

 

6． 結論 

 本論文では，コンプライアンス機構としてワイヤ機構を利

用した，複数台の産業用マニピュレータによる協調作業シス

テムについて提案を行った．ワイヤ機構を用いることで先行

研究における受動関節機構と比べ，容易に協調作業を実現す

ることができる，まず，ワイヤを利用した協調制御システム

モデルの提案を行い，その運動学についての解析を行った．

そして協調制御手法を提案し，その有用性を実験によって検

証した．実験結果から対象物を目標の位置･姿勢まで移動さ

せられることが確認できた．しかし，システムのサンプリン

グタイムが非常に長いため，微小な誤差が残ってしまうこと

も確認できた．その原因である画像処理の高速化が今後の課

題となる． 
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